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(57)【要約】
【課題】本発明は、組蓄電デバイスに対して、所定の安
全性評価試験を行ない、爆発性成分のガスを含むガスが
多量に発生する場合にも、チャンバーに過度の耐圧を要
することがないばかりか、チャンバー内に前記爆発性成
分のガスを含むガスが篭ることもなく、この爆発性成分
のガスを含むガスに着火した場合でも燃焼ガスを安全に
排出し、かつ、チャンバーの内壁面等に前記組蓄電デバ
イスから飛散する可燃性および腐食性を有する飛散物が
付着し、次の試験に悪影響を及ぼすこともない安全性評
価試験装置を提供することを目的とする。
【解決手段】Ｌｉイオン電池モジュール２に対して、安
全性評価試験が行なわれた際に発生する爆発性成分を含
むガス等が、ガス供給手段１０等と補助ガス供給手段３
０等からそれぞれ供給される空気とともに配管４０を通
り排出されるように構成されている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　蓄電デバイスのモジュールもしくはパック（以下、「組蓄電デバイス」という）に対し
て所定の安全性評価試験を行うための設備が内部に１セット以上設置されたチャンバーと
、このチャンバー内の一端側から他端側に向かってガスを供給するために前記チャンバー
の一端側に設けられたガス供給手段と、前記チャンバーの他端側に設けられたガス排出機
構と、を備え、
前記所定の安全性評価試験が行なわれた際に前記組蓄電デバイスから発生する爆発性成分
のガスを含むガス及び前記爆発性成分のガスを含むガスに着火した燃焼ガス並びに前記組
蓄電デバイスから飛散する可燃性および腐食性を有する飛散物が前記ガス供給手段から供
給されるガスとともに前記ガス排出機構から排出されるように構成されたことを特徴とす
る安全性評価試験装置。
【請求項２】
　前記チャンバーの一端側に設けられたガス供給手段は、前記チャンバーの下端側に設け
られたものであり、前記チャンバーの他端側に設けられたガス排出機構は、前記チャンバ
ーの上端側に設けられたものであり、前記チャンバーの下端側に設けられたガス供給手段
から供給されるガスが前記チャンバーの下端側から上端側に向かって、ほぼ一方向に流れ
るように構成されたことを特徴とする請求項１に記載の安全性評価試験装置。
【請求項３】
　前記チャンバーの側壁側に補助ガス供給手段がさらに設けられ、この補助ガス供給手段
から供給されるガスが前記チャンバーの内側壁に沿って回転しながら流れるように構成さ
れたことを特徴とする請求項２に記載の安全性評価試験装置。
【請求項４】
　前記ガス供給手段から供給されるガスは、支燃性ガスであることを特徴とする請求項１
乃至３のいずれか１項に記載の安全性評価試験装置。
【請求項５】
　前記補助ガス供給手段から供給されるガスは、支燃性ガスであることを特徴とする請求
項３に記載の安全性評価試験装置。
【請求項６】
　前記支燃性ガスは、空気であることを特徴とする請求項４または5に記載の安全性評価
試験装置。
【請求項７】
　前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスから発生するダスト及
びミストや有害ガスや可燃性ガスを含むガスを採取し、発生中に連続的にガスを分析する
、もしくは発生終了後に発生ガスを分析するためのガス回収設備が前記チャンバーに備え
られた構成であることを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載の安全性評価試
験装置。
【請求項８】
　前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスの外観状態を観察もし
くは記録することが可能であり、かつ、前記組蓄電デバイス内の少なくともいずれか１つ
の蓄電デバイスが燃焼もしくは破裂した場合に発生する火炎や熱、飛散物から保護する設
備を有したビデオ監視設備が前記チャンバーに備えられた構成であることを特徴とする請
求項１乃至６のいずれか１項に記載の安全性評価試験装置。
【請求項９】
　前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスの電流、電圧、抵抗の
少なくともいずれか１つの電気特性を測定もしくは記録することが可能であり、かつ、前
記組蓄電デバイス内の少なくともいずれか１つの蓄電デバイスが燃焼もしくは破裂した場
合に発生する火炎や熱、飛散物から保護する設備を有した電気特性計測設備が前記チャン
バーに備えられた構成であることを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載の安
全性評価試験装置。
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【請求項１０】
　前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスの温度、内部圧力、歪
を測定もしくは記録することが可能であり、かつ、前記組蓄電デバイス内の少なくともい
ずれか１つの蓄電デバイスが燃焼もしくは破裂した場合に発生する火炎や熱、飛散物から
保護する設備を有した温度測定設備、圧力測定設備、歪計測設備が前記チャンバーに備え
られた構成であることを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載の安全性評価試
験装置。
【請求項１１】
　前記所定の安全性評価試験が振動試験、回転試験、衝撃試験、衝突試験、落下試験であ
り、これらの試験の内の少なくともいずれか１つが実施される場合に、組蓄電デバイスの
加速度を測定もしくは記録することが可能であり、かつ、前記組蓄電デバイス内の少なく
ともいずれか１つの蓄電デバイスが燃焼もしくは破裂した場合に発生する火炎や熱、飛散
物から保護する設備を有した加速度測定設備が前記チャンバーに備えられた構成であるこ
とを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載の安全性評価試験装置。
【請求項１２】
　前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスの変形挙動を観察もし
くは記録することが可能であり、かつ、前記組蓄電デバイス内の少なくともいずれか１つ
の蓄電デバイスが燃焼もしくは破裂した場合に発生する火炎や熱、飛散物から保護する設
備を有した変形挙動観察設備が前記チャンバーに備えられた構成であることを特徴とする
請求項１乃至６のいずれか１項に記載の安全性評価試験装置。
【請求項１３】
　前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスが破裂もしくは部材が
飛散した際の飛散した部材の飛散方向と飛散速度を観察することが可能な設備が前記チャ
ンバーに備えられた構成であることを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載の
安全性評価試験装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、蓄電デバイスのモジュールもしくはパック（以下、「組蓄電デバイス」とい
う）に対して、所定の安全性評価試験を行なうための安全性評価試験装置に関する。ここ
で、モジュールとは、セル単位の蓄電デバイスを複数組み合わせて一体にしたものを言う
。また、パックとは、モジュールを複数組み合わせて一体にしたものを言う。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、蓄電デバイスとしてのリチウム（Ｌｉ）イオン電池は、他の二次電池に比べて
高いエネルギー密度を有し、高い出力が得られることから盛んに開発が進められている。
【０００３】
　しかし、Ｌｉイオン電池は内部短絡が起こると、急激な熱発生により、内部の電解液（
特に、溶媒と電解質）が分解、蒸発し、有害なガスを発生したり、爆発や火炎の噴出しを
起こす可能性が高く、安全性に課題が残っているのが現状である。
【０００４】
　近年、上述したような課題に着目し、密閉耐圧ブース内でＬｉイオン電池を短絡させた
時等に発生するガスを分析し、また、無害化処理可能とする安全性評価試験方法およびそ
の装置に関する技術が開示されている（例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】国際公開２００６－０８８０２１号パンフレット
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００６】
　しかしながら、上記特許文献１に開示された安全性評価試験装置に関する技術には、下
記のような課題がある。
　１）セル単位の蓄電デバイスに対して、釘刺し試験等の所定の安全性評価試験を行なう
場合には、所定の安全性評価が可能である。しかし、上述したような組蓄電デバイスに対
して、上記試験を行なう場合には、爆発性成分のガス（例えば、水素、エチレン、メタン
）を含むガスが単時間の間に多量に発生し、さらに前記爆発性成分のガスを含むガスに着
火した場合には高熱が発生し、さらに大きな圧力が瞬間的に発生するため、上記特許文献
１に開示された密閉耐圧ブースでは耐圧が不足するという問題点がある。
　２）また、上記試験後に、密閉耐圧ブースの内壁面等に前記組蓄電デバイスから飛散す
る可燃性および腐食性を有する飛散物が付着し、次の試験に悪影響を及ぼすという問題点
もある。　
【０００７】
　本発明の目的は、組蓄電デバイスに対して、所定の安全性評価試験を行ない、爆発性成
分のガスを含むガスが多量に発生する場合にも、チャンバーに過度の耐圧を要することが
ないばかりか、チャンバー内に前記爆発性成分のガスを含むガスが篭ることもなく、この
爆発性成分のガスを含むガスに着火した場合でも燃焼ガスを安全に排出し、かつ、チャン
バーの内壁面等に前記組蓄電デバイスから飛散する可燃性および腐食性を有する飛散物が
付着し、次の試験に悪影響を及ぼすこともない安全性評価試験装置を提供することにある
。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この目的を達成するために、本発明の請求項１に記載の発明は、
蓄電デバイスのモジュールもしくはパック（以下、「組蓄電デバイス」という）に対して
所定の安全性評価試験を行うための設備が内部に１セット以上設置されたチャンバーと、
このチャンバー内の一端側から他端側に向かってガスを供給するために前記チャンバーの
一端側に設けられたガス供給手段と、前記チャンバーの他端側に設けられたガス排出機構
と、を備え、
前記所定の安全性評価試験が行なわれた際に前記組蓄電デバイスから発生する爆発性成分
のガスを含むガス及び前記爆発性成分のガスを含むガスに着火した燃焼ガス並びに前記組
蓄電デバイスから飛散する可燃性および腐食性を有する飛散物が前記ガス供給手段から供
給されるガスとともに前記ガス排出機構から排出されるように構成されたことを特徴とす
る安全性評価試験装置である。
【０００９】
　請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の発明において、
前記チャンバーの一端側に設けられたガス供給手段は、前記チャンバーの下端側に設けら
れたものであり、前記チャンバーの他端側に設けられたガス排出機構は、前記チャンバー
の上端側に設けられたものであり、前記チャンバーの下端側に設けられたガス供給手段か
ら供給されるガスが前記チャンバーの下端側から上端側に向かって、ほぼ一方向に流れる
ように構成されたことを特徴とする。
【００１０】
　請求項３に記載の発明は、請求項２に記載の発明において、
前記チャンバーの側壁側に補助ガス供給手段がさらに設けられ、この補助ガス供給手段か
ら供給されるガスが前記チャンバーの内側壁に沿って回転しながら流れるように構成され
たことを特徴とする。
【００１１】
　請求項４に記載の発明は、請求項１乃至３のいずれか１項に記載の発明において、
前記ガス供給手段から供給されるガスは、支燃性ガスであることを特徴とする。
【００１２】
　請求項５に記載の発明は、請求項３に記載の発明において、
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前記補助ガス供給手段から供給されるガスは、支燃性ガスであることを特徴とする。
【００１３】
　請求項６に記載の発明は、請求項４または5に記載の発明において、
前記支燃性ガスは、空気であることを特徴とする。
【００１４】
　請求項７に記載の発明は、請求項１乃至６のいずれか１項に記載の発明において、
前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスから発生するダスト及び
ミストや有害ガスや可燃性ガスを含むガスを採取し、発生中に連続的にガスを分析する、
もしくは発生終了後に発生ガスを分析するためのガス回収設備が前記チャンバーに備えら
れた構成であることを特徴とする。
【００１５】
　請求項８に記載の発明は、請求項１乃至６のいずれか１項に記載の発明において、
前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスの外観状態を観察もしく
は記録することが可能であり、かつ、前記組蓄電デバイス内の少なくともいずれか１つの
蓄電デバイスが燃焼もしくは破裂した場合に発生する火炎や熱、飛散物から保護する設備
を有したビデオ監視設備が前記チャンバーに備えられた構成であることを特徴とする。
【００１６】
　請求項９に記載の発明は、請求項１乃至６のいずれか１項に記載の発明において、
前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスの電流、電圧、抵抗の少
なくともいずれか１つの電気特性を測定もしくは記録することが可能であり、かつ、前記
組蓄電デバイス内の少なくともいずれか１つの蓄電デバイスが燃焼もしくは破裂した場合
に発生する火炎や熱、飛散物から保護する設備を有した電気特性計測設備が前記チャンバ
ーに備えられた構成であることを特徴とする。
【００１７】
　請求項１０に記載の発明は、請求項１乃至６のいずれか１項に記載の発明において、
前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスの温度、内部圧力、歪を
測定もしくは記録することが可能であり、かつ、前記組蓄電デバイス内の少なくともいず
れか１つの蓄電デバイスが燃焼もしくは破裂した場合に発生する火炎や熱、飛散物から保
護する設備を有した温度測定設備、圧力測定設備、歪計測設備が前記チャンバーに備えら
れた構成であることを特徴とする。
【００１８】
　請求項１１に記載の発明は、請求項１乃至６のいずれか１項に記載の発明において、
前記所定の安全性評価試験が振動試験、回転試験、衝撃試験、衝突試験、落下試験であり
、これらの試験の内の少なくともいずれか１つが実施される場合に、組蓄電デバイスの加
速度を測定もしくは記録することが可能であり、かつ、前記組蓄電デバイス内の少なくと
もいずれか１つの蓄電デバイスが燃焼もしくは破裂した場合に発生する火炎や熱、飛散物
から保護する設備を有した加速度測定設備が前記チャンバーに備えられた構成であること
を特徴とする。
【００１９】
　請求項１２に記載の発明は、請求項１乃至６のいずれか１項に記載の発明において、
前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスの変形挙動を観察もしく
は記録することが可能であり、かつ、前記組蓄電デバイス内の少なくともいずれか１つの
蓄電デバイスが燃焼もしくは破裂した場合に発生する火炎や熱、飛散物から保護する設備
を有した変形挙動観察設備が前記チャンバーに備えられた構成であることを特徴とする。
【００２０】
　請求項１３に記載の発明は、請求項１乃至６のいずれか１項に記載の発明において、
前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスが破裂もしくは部材が飛
散した際の飛散した部材の飛散方向と飛散速度を観察することが可能な設備が前記チャン
バーに備えられた構成であることを特徴とする。
【発明の効果】
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【００２１】
　以上のように、本発明に係る安全性評価試験装置は、
蓄電デバイスのモジュールもしくはパック（以下、「組蓄電デバイス」という）に対して
所定の安全性評価試験を行うための設備が内部に１セット以上設置されたチャンバーと、
このチャンバー内の一端側から他端側に向かってガスを供給するために前記チャンバーの
一端側に設けられたガス供給手段と、前記チャンバーの他端側に設けられたガス排出機構
と、を備え、
前記所定の安全性評価試験が行なわれた際に前記組蓄電デバイスから発生する爆発性成分
のガスを含むガス及び前記爆発性成分のガスを含むガスに着火した燃焼ガス並びに前記組
蓄電デバイスから飛散する可燃性および腐食性を有する飛散物が前記ガス供給手段から供
給されるガスとともに前記ガス排出機構から排出されるように構成されているため、
組蓄電デバイスに対して、所定の安全性評価試験を行ない、爆発性成分のガスを含むガス
が多量に発生する場合にも、チャンバーに過度の耐圧を要することがないばかりか、チャ
ンバー内に前記爆発性成分のガスを含むガスが篭ることもなく、この爆発性成分のガスを
含むガスに着火した場合でも燃焼ガスを安全に排出し、かつ、チャンバーの内壁面等に前
記組蓄電デバイスから飛散する可燃性および腐食性を有する飛散物が付着し、次の試験に
悪影響を及ぼすこともない安全性評価試験装置を実現できる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明の一実施の形態の安全性評価試験装置の概略構成を模式的に説明する説明
図であり、（ａ）は模式平面説明図、（ｂ）は（ａ）に示す安全性評価試験装置のＡＡ模
式断面説明図である。
【図２】ガス供給手段と補助ガス供給手段からチャンバー内へそれぞれ供給される空気の
流れの方向を図１（ｂ）に示すＢＢ面で切断し、チャンバーの上方から見た模式説明図で
ある。
【図３】図２に示す各空気の流れが合成された合成流の方向をチャンバーの正面から見た
模式説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、本発明の一実施形態について、添付図面を参照しながら説明する。
【００２４】
　図１は本発明の一実施の形態の安全性評価試験装置の概略構成を模式的に説明する説明
図であり、（ａ）は模式平面説明図、（ｂ）は（ａ）に示す安全性評価試験装置のＡＡ模
式断面説明図、図２はガス供給手段と補助ガス供給手段からチャンバー内へそれぞれ供給
される空気の流れの方向を図１（ｂ）に示すＢＢ面で切断し、チャンバーの上方から見た
模式説明図、図３は図２に示す各空気の流れが合成された合成流の方向をチャンバーの正
面から見た模式説明図である。
【００２５】
　図１において、１は高さ５ｍのチャンバー、１ａはチャンバー１の下端部を構成する基
礎コンクリ－ト部、１ｂは内径が４ｍのチャンバー１の金属製の側壁部、１ｃは金属製の
側壁部１ｂに接続され、中心に開口部を有した金属製の上端部、２は基礎コンクリ－ト部
１ａ上に置かれた組蓄電デバイスとしてのＬｉイオン電池モジュール、３、４、５、６、
７、８はチャンバー１内に開口し、かつ基礎コンクリ－ト部１ａに上方を向くように埋設
した配管、１０、１３は配管３、６にそれぞれ接続され、チャンバー１の下端側（基礎コ
ンクリ－ト部１ａの下方空隙）に設けられたガス供給手段、２０、２１、２２、２３、２
４、２５、２６、２７はチャンバー１内に開口し、かつ金属製の側壁部１ｂに所定の角度
を有して接続された配管、３０、３１、３２、３３、３４、３５、３６、３７は配管２０
、２１、２２、２３、２４、２５、２６、２７にそれぞれ接続された補助ガス供給手段、
４０は金属製の上端部１ｃの開口部に接続されたＬ字状の配管、５０は配管４０に接続さ
れた排気設備である。また、ガス排出機構は、金属製の上端部１ｃの開口部に接続された
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Ｌ字状の配管４０と排気設備５０から構成されている。また、配管３、６と同様に、配管
４、５、７、８にもそれぞれガス供給手段が接続され、設けられている（図示せず）。
【００２６】
　次に、図１に示す本発明に係る安全性評価試験装置の動作について説明する。
【００２７】
　（１）上述したようにＬｉイオン電池モジュール２をチャンバー１内に設置した後、所
定の安全性評価試験を行うための設備とその関連する機器等をセットする。
　（２）排気設備５０の電源を入れる。
　（３）ガス供給手段１０、１３等の電源を入れる。これにより、配管３、４、５、６、
７、８から空気がチャンバー１内へ供給され、図２の３ａ、４ａ、５ａ、６ａ、７ａ、８
ａに示すように、空気がチャンバー１の下端側から上端側（紙面に対して垂直上方）に向
かって、ほぼ一方向に流れる。
　（４）補助ガス供給手段３０、３１、３２、３３、３４、３５、３６、３７の電源を入
れる。これにより、配管２０、２１、２２、２３、２４、２５、２６、２７から空気がチ
ャンバー１内へ供給され、図２の２０ａ、２１ａ、２２ａ、２３ａ、２４ａ、２５ａ、２
６ａ、２７ａに示すように、空気が金属製の側壁部１ｂの内側壁に沿って回転しながら流
れる。
　（５）上記（３）と（４）で述べた各空気の流れが合成され、その合成流が図３に示す
符号アのように、金属製の側壁部１ｂの内側壁に沿って回転しながら下端側から上端側に
向かって流れるようになった状態で、所定の安全性評価試験を実施する。これにより、前
記所定の安全性評価試験が行なわれた際にＬｉイオン電池モジュール２から発生する爆発
性成分のガス（例えば、水素、エチレン、メタン）を含むガス及び前記爆発性成分のガス
を含むガスに着火した燃焼ガス並びに前記Ｌｉイオン電池モジュール２から飛散する可燃
性および腐食性を有する飛散物が、ガス供給手段１０、１３等や補助ガス供給手段３０、
３１、３２、３３、３４、３５、３６、３７から供給される空気とともに、金属製の上端
部１ｃの開口部に接続されたＬ字状の配管４０と排気設備５０から構成されたガス排出機
構から排出される。
【００２８】
　したがって、Ｌｉイオン電池モジュール２に対して、所定の安全性評価試験を行なうこ
とで、前記爆発性成分のガスを含むガスが多量に発生する場合にも、チャンバー１に過度
の耐圧を要することがないばかりか、チャンバー１内に前記爆発性成分のガスを含むガス
が篭ることもなく、前記爆発性成分のガスを含むガスに着火した場合でも燃焼ガスを安全
に排出し、かつ、チャンバー１の内壁面等に前記Ｌｉイオン電池モジュール２から飛散す
る可燃性および腐食性を有する飛散物が付着し、次の試験に悪影響を及ぼすこともない安
全性評価試験装置を実現できる。
【００２９】
　なお、前記所定の安全性評価試験としては、釘刺し試験、振動試験、回転試験、衝撃試
験、圧壊試験、過充電試験、過放電試験、インバランス充電試験、絶縁試験、高度試験、
温度試験、振動試験、外部短絡試験、部分短絡試験、逆充電試験、衝突試験、強制放電試
験、落下試験、充放電試験、積み重ね試験、加熱試験、熱衝撃試験、燃焼試験、耐UV試験
、耐オゾン、耐湿度試験、水没試験、異常運転試験の内の少なくともいずれか１つが実施
される。
【００３０】
　また、本実施形態においては、組蓄電デバイスとしてＬｉイオン電池モジュールを例に
説明したが、必ずしもこれに限定されるものではなく、Ｌｉイオン電池パック、ニッケル
水素電池等の二次電池のモジュールやパック、電解コンデンサや電気二重層キャパシタの
モジュールやパック、リチウムイオンキャパシタ等のキャパシタのモジュールやパックも
対象となる。
【００３１】
　なお、本実施形態においては、ガス供給手段１０、１３等と補助ガス供給手段３０、３
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１、３２、３３、３４、３５、３６、３７から空気を供給する例について説明したが、必
ずしもこれに限定されるものではなく、前記所定の安全性評価試験が行なわれた際にＬｉ
イオン電池モジュール２から発生する爆発性成分のガスを含むガス及び前記爆発性成分の
ガスを含むガスに着火した燃焼ガス並びに前記Ｌｉイオン電池モジュール２から飛散する
可燃性および腐食性を有する飛散物が、ガス供給手段のみから供給される空気（例えば、
チャンバー１の下端側から上端側に向かって、ほぼ一方向に流れる空気）とともに、チャ
ンバー１の上端側に設けられたガス排出機構から排出される構成でも本願発明の目的を達
成可能である。ただし、補助ガス供給手段をさらに付設することにより、チャンバー１の
内壁面等に前記Ｌｉイオン電池モジュール２から飛散する可燃性および腐食性を有する飛
散物が付着するのを防止する効果が一段と向上する。
【００３２】
　また、本実施形態においては、ガス供給手段をチャンバー１の下端側に設け、ガス排出
機構をチャンバー１の上端側に設けた例について説明したが、必ずしもこれに限定される
ものではない。すなわち、チャンバー内の一端側から他端側に向かってガスを供給するた
めに前記チャンバーの一端側に設けられたガス供給手段と、前記チャンバーの他端側に設
けられたガス排出機構と、を備え、前記所定の安全性評価試験が行なわれた際に前記組蓄
電デバイスから発生する爆発性成分のガスを含むガス及び前記爆発性成分のガスを含むガ
スに着火した燃焼ガス並びに前記組蓄電デバイスから飛散する可燃性および腐食性を有す
る飛散物が前記ガス供給手段から供給されるガスとともに前記ガス排出機構から排出され
るように構成されていれば、本願発明の目的を達成可能である。また、本実施形態におい
ては、配管３、４、５、６、７、８から空気がチャンバー１内へ供給される例について説
明したが、必ずしもこれに限定されるものではない。例えば、グレーチングを通して空気
をチャンバー内へ供給する等、様々な構成が可能である。
【００３３】
　また、本実施形態においては、ガス供給手段１０、１３等や補助ガス供給手段３０、３
１、３２、３３、３４、３５、３６、３７から供給されるガスとして、空気を用いている
ため、チャンバー１内で組蓄電デバイスを完全燃焼させる場合の空気が不足することもな
いという利点がある。また、本実施形態においては、空気を例に説明したが、必ずしもこ
れに限定されるものではなく、支燃性ガスでありさえすれば同様の作用効果を奏する。
【００３４】
　また、本実施形態においては、ガス排出機構として、金属製の上端部１ｃの開口部に接
続されたＬ字状の配管４０と排気設備５０から構成された例について説明したが、必ずし
もこれに限定されるものではなく、例えば、金属製の上端部１ｃの開口部をガス排出機構
としたり、前記開口部と配管４０を組合せたものをガス排出機構としたりする等、様々な
構成が考えられる。ただし、本実施形態のように、ガス排出機構に排気設備５０を有する
ことで、組蓄電デバイスに対して、所定の安全性評価試験を行ない、爆発性成分のガスを
含むガスが多量に発生する場合にも、チャンバーに過度の耐圧を要することがないばかり
か、チャンバー内に前記爆発性成分のガスを含むガスが篭ることもなく、この爆発性成分
のガスを含むガスに着火した場合でも燃焼ガス量に合わせて最適にかつ安全に排出させ、
かつ、チャンバーの内壁面等に前記組蓄電デバイスから飛散する可燃性および腐食性を有
する飛散物が付着するのを防止する効果もさらに向上する。
【００３５】
　また、上述した爆発性成分のガスを含むガスに着火し、その燃焼ガスによりチャンバー
内の圧力が高くなる場合には、例えば、前記Ｌ字状の配管４０経路の途中に安全弁を設け
て、過剰な燃焼ガスを逃がす構成も可能である。さらに、排気設備５０の後段に無害化処
理設備を設けて、爆発性成分のガスを含むガスや上記燃焼ガスや上記飛散物を無害化する
構成も可能である。　
【００３６】
　また、前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスから発生するダ
スト及びミストや有害ガスや可燃性ガスを含むガスを採取し、発生中に連続的にガスを分
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に備えられた構成とすることも可能である。
【００３７】
　また、前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスの外観状態を観
察もしくは記録することが可能であり、かつ、前記組蓄電デバイス内の少なくともいずれ
か１つの蓄電デバイスが燃焼もしくは破裂した場合に発生する火炎や熱、飛散物から保護
する設備を有したビデオ監視設備が前記チャンバーに備えられた構成とすることも可能で
ある。
【００３８】
　また、前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスの電流、電圧、
抵抗の少なくともいずれか１つの電気特性を測定もしくは記録することが可能であり、か
つ、前記組蓄電デバイス内の少なくともいずれか１つの蓄電デバイスが燃焼もしくは破裂
した場合に発生する火炎や熱、飛散物から保護する設備を有した電気特性計測設備が前記
チャンバーに備えられた構成とすることも可能である。
【００３９】
　また、前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスの温度、内部圧
力、歪を測定もしくは記録することが可能であり、かつ、前記組蓄電デバイス内の少なく
ともいずれか１つの蓄電デバイスが燃焼もしくは破裂した場合に発生する火炎や熱、飛散
物から保護する設備を有した温度測定設備、圧力測定設備、歪計測設備が前記チャンバー
に備えられた構成とすることも可能である。
【００４０】
　また、前記所定の安全性評価試験が振動試験、回転試験、衝撃試験、衝突試験、落下試
験であり、これらの試験の内の少なくともいずれか１つが実施される場合に、組蓄電デバ
イスの加速度を測定もしくは記録することが可能であり、かつ、前記組蓄電デバイス内の
少なくともいずれか１つの蓄電デバイスが燃焼もしくは破裂した場合に発生する火炎や熱
、飛散物から保護する設備を有した加速度測定設備が前記チャンバーに備えられた構成と
することも可能である。
【００４１】
　また、前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスの変形挙動を観
察もしくは記録することが可能であり、かつ、前記組蓄電デバイス内の少なくともいずれ
か１つの蓄電デバイスが燃焼もしくは破裂した場合に発生する火炎や熱、飛散物から保護
する設備を有した変形挙動観察設備が前記チャンバーに備えられた構成とすることも可能
である。
【００４２】
　また、前記所定の安全性評価試験が実施される場合に、組蓄電デバイスが破裂もしくは
部材が飛散した際の飛散した部材の飛散方向と飛散速度を観察することが可能な設備が前
記チャンバーに備えられた構成とすることも可能である。
【符号の説明】
【００４３】
　　１－－－　チャンバー
　　１ａ－－－　基礎コンクリ－ト部
　　１ｂ－－－　側壁部
　　１ｃ－－－　上端部
　　２－－－　Ｌｉイオン電池モジュール
　　３、４、５、６、７、８、２０、２１、２２、２３、２４、２５、２６、２７、４０
　　－－－　配管
　　１０、１３－－－　ガス供給手段
　　３０、３１、３２、３３、３４、３５、３６、３７－－－　補助ガス供給手段
　　５０－－－　排気設備
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